
設置規模 新　築 改　築

5人槽
7人槽
10人槽

排水設備工事の完了時 限度額

供用開始日から1年以内に工事（先行
接続工事を含む）を完了したとき
供用開始日から1年経過後2年以内に
工事を完了したとき
供用開始日から2年経過後3年以内に
工事を完了したとき

生活扶助世帯

80,000円

65,000円

50,000円

255,000円

166,000円
207,000円
274,000円

332,000円
414,000円
548,000円
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■創業資金利子補給金

　創業に係る資金の利子相当額を 2年間補助し
ます（年間上限30万円 1回限り）。
対

適用期間　平成32年 3 月31日までの融資実行
　分を対象※融資実行日から60日以内に申請。
申 問商工課（☎0848-38-9182）

■尾道市創業支援補助金

　市内で新たに創業するための初期投資の一部
を助成します。
対

補助内容　事業所開設の整備に要する経費の 2分
　の 1（上限50万円）（建物の改修か修繕の経費）
募集期間　 6月 2日㈮まで
※予算がなくなり次第終了。
（＊）創業に必要な知識を身に付けられる、創業支
　援事業計画に位置付けられた商工団体等によ
　る継続的な支援。
申 問商工課（☎0848-38-9182）

市内に新たに事業所を設置しようとしてい
る新規創業者
特定創業支援事業（＊）を受けた証明書を有する人
創業資金融資で事業所開設の設備資金を対
象とする融資を受ける事業

○

○
○

市内に事業所を有している事業者
（株）日本政策金融公庫の創業に係る資金・
広島県制度融資の創業支援資金を受けて 1
年以内に創業した事業者、または創業後 1
年以内に融資を受けた事業者
納税成績の良好な事業者

○
○

○

■尾道市中小企業融資制度

　中小企業者の皆さんが資金調達を円滑にでき
るように、金融機関・広島県信用保証協会と協力
して低利の融資制度を設けています。
対市内に事業所を有し、1 年以上引き続き事業
　を営む納税成績良好な中小企業者または事業
　協同組合など
補助内容　市が信用保証料の一部を負担し、信
　用保証協会所定の利率より低い利率を設定
※一定の条件に基づき、本人負担の信用保証料
　に相当する額を補助する制度もあります。

申 問商工課（☎0848-38-9182）
　市内の金融機関
　尾道商工会議所（☎0848-22-2165)
　因島商工会議所（☎0845-22-2211)
　尾道しまなみ商工会（☎0848-44-3005)
　尾道しまなみ商工会御調支所
　（☎0848-76-0282）
　尾道しまなみ商工会瀬戸田支所
　（☎0845-27-2008）■一般不妊治療費の助成事業

　一般不妊治療を受けた夫婦に対し、その治療
費を一部助成しています。
対以下のすべてに該当する人
　①市内に住所を有している人※市税滞納者を
　　除く。
　②一般不妊治療を開始した際、法律上の婚姻
　　をしている夫婦（年齢不問）※治療を受ける
　　夫・妻が別々に申請可。
　③一般不妊治療にかかる他の自治体の助成を
　　受けていない人
対象の治療　タイミング法、人工授精（第三者の
　精子卵子の提供や代理母妊娠は除く）、薬物治
　療、男性不妊治療（薬物・手術療法など）、治療
　の一環として行われる検査など
※体外受精・顕微授精を除く。
※医療機関は市内・外を問わない。
助成金額　自己負担額の 2 分の 1 の額（ 1 人当
　たり年 5万円を上限）
助成期間　最初の診療日の属する月から起算し
　て 2年間（年度ごとに申請が必要）
■医療機関が発行する領収書や診療明細書は、
　なくさずに保管しておいてください。
問健康推進課（☎0848-24-1961）

■市民活動支援事業の提案募集

　市民の皆さんによるまちづくり活動を、補助
金の交付で支援しています。
対市内在住か勤務している 5人以上のグループ  
　（NPO団体、町内会等の住民自治組織も含む）
■活動育成部門
補助内容　対象経費の 2 分の 1 以内（上限額初
　年度100万円、2 年度75万円、3 年度50万円）
の最長 3年まで
提案方法　所定の様式により提案
締 5 月17日（水）
審査方法　 6月 1日㈭に公開プレゼンテーショ
　ンを実施
■活動スタート部門
補助内容　補助対象経費の60％以内（上限15万
　円を 1年のみ）
※代表者を含む40歳以下の構成員の割合が半数
　を超える場合は、「若者チャレンジ」として補助
　対象経費の75％以内（上限15万円を 1年のみ）。
提案方法　所定の様式により提案
締 10月 2日㈪
審査方法　随時書類審査を行い決定
※申請の相談は随時受け付けています。事前に
　お問い合わせください。
申 問政策企画課（☎0848-38-9435）

■公共下水道が使用できる地域の人へ
　排水設備の設置費用補助

対東・西御所町、土堂一・二丁目、十四日元町、久
　保一・二・三丁目、尾崎本町、新高山一・二・三丁
　目、天満町、桜町、門田町、平原一・二・三・四丁
　目、山波町、東尾道、高須町、御調町
補助内容　供用開始後、3 年以内に公共下水道
　に接続工事をする場合、設置費用の一部を補助
※接続工事は、尾道市公共下水道排水設備指定
　工事店でなければ行うことができません。
※一部の地域は、未供用部分や整備区域外があ
　ります。
補助金額

■次に該当する場合は、補助金交付の対象外です。
市税や市の各種徴収金等を滞納している場合
当該工事が、排水設備等の計画の確認を受けて
いない場合
認可区域外から公共下水道に接続しようとす
る場合
公共下水道に接続している既設の排水設備の　
改築および増築工事を施工する場合
申 問下水道課（☎0848-38-9232）

■小型浄化槽設置整備事業補助金

対○合併浄化槽工事を行っていないこと
　○自己居住用の個人住宅であって10人槽以下
　　のもの※店舗などを併設するものも含むが、
　　補助は住宅部分のみ。
　○工事が平成30年 3 月15日㈭までに終了す
　　ること
補助金額

補助の対象とならない区域
　公共下水道認可区域、漁業集落環境整備事業
区域、農業集落排水事業整備区域、団地内などの
処理施設で生活排水を処理している区域
申 問下水道課（☎0848-38-9232）
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